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↑相談の予約は 
 大畑美紀 

74-2310 

✿
ひ
と
り
で
悩
ま
ず
お
気
軽
に
相
談
を
✿ 

日
本
共
産
党 

無
料
法
律
相
談 

毎
月
第
２
日
曜 

午
後
４
時
〜 

西部地区事務所 
37－ 0171

９月議会報告 
９月10～27日 新

は
つ
か
い
ち 

12
月
定
例
会
は
、
12
月
３
日
（
火
）
開
会
予
定
で
す
。
本
会
議
・
委
員
会
・
議
員
全
員
協
議
会
が
傍
聴

で
き
ま
す
。
本
会
議
は
廿
日
市
市
議
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
配
信
さ
れ
て
い
ま
す
。 

 高高
機機
能能
消消
防防
指指
令令
セセ
ンン
タタ
ーー  

整整
備備
工工
事事  

５
億
４
０
６
５
万
円 

市
役
所
庁
舎
内
と
支
所
に
は 

情
報
共
有
端
末
設
置 

 
 

機
械
設
備
工
事 
一
式 

消
防
庁
舎
改
修
工
事 
一
式 

請
負
金
額 

５
億
４
０
６
５
万
円 

請
負
者 

㈱
協
和
エ
ク
シ
オ
中
国
支
店 

広
島
市
西
区
小
河
内
町
２
‐
７-
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■農業振興事業 
ＪＡ産直ふれあい市場整備補助金 

1億円 

医療拠点整備に伴い、現市場を移転整備 

■観光誘客強化事業   
宮島口旅客ターミナル施設付加機能部運営業務委託料 

1322万円 

宮島口旅客ターミナル施設情報センター展示工事請負費 

5000万円 

■保健衛生一般事業 
宮島診療所夜間対応業務委託料 126万円 

施行的に、修学旅行シーズンの10・11 月平日

夜間に医師が待機します。 

■休日・夜間急患センター関連  
広島総合病院休日夜間急患センター整備補助金

5377万 4千円 

物品運搬業務委託料    300万円 

JA 総合病院へ機能移転するための整備補助金、あいプ

ラザの診療所から医療機器の一部を運搬する費用です。 

■はつかいちアルカディア整備事業 
不用品処分・解体・整備工事等 1億2０66万６千円 

アルカディアの温浴施設を廃止し、キャンプ等、野

外中心の施設に再整備するものです。来夏再開予定。 

■吉和支所複合施設整備事業 
補償金算定調査業務委託料等 1121万9千円 

吉和支所建て替えにあたり調査するものです。

現在の場所から国道交差点辺りに移転の予定 
 

債務負担行為 

■筏津地区公共施設の再整備及び管理運
営に要する経費   
令和元年度～19年度 76億２４６５万円 

大野市民センター、図書館等の整備をＤＢＯ方式

（設計・建設・運営を一括して委託する整備手法）

で整備するものです。体育館・市民センター・図書

館等の運営も民間に委託予定。「費用の節減になる」

との説明ですが、大畑議員は「人件費節減で官製ワ

ーキングを生むのではないか。社会教育施設は市が

責任をもって運営すべき」とDBO方式での整備に反

対しました。地元市民から要望の強い「ステージ」

は「音響設備等はないが、ロビーで代替できる。大

野東市民センターやさくらぴあも利用してほし

い。」と聞き入れられませんでした。 

 

主なもの 

工事請負契約 

大畑美紀議員 

一般会計補正予算 
主なもの 

休
日
・
夜
間
急
患
診
療
所 

 

４
月 

あ
い
プ
ラ
ザ
か
ら 

Ｊ
Ａ
総
合
病
院
へ 

 

Ｊ
Ａ
厚
生
連
広
島
総
合
病
院

（
地
御
前
）
内
に
休
日
・
夜
間
急

患
セ
ン
タ
ー
が
整
備
さ
れ
る
こ
と

か
ら
、
あ
い
プ
ラ
ザ
内
の
施
設
を

廃
止
す
る
も
の
で
す
。
整
備
補
助

金
、
機
材
等
の
運
搬
費
用
は
補
正

予
算
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。 

消
防
本
部
の
高
機
能
消
防

指
令
セ
ン
タ
ー
を
更
新
整

備
す
る
ほ
か
、
非
常
用
発
電

設
備
を
佐
伯
消
防
署
、
宮
島

消
防
署
で
更
新
、
大
野
消
防

署
は
設
置
。
西
分
署
は
、
非

常
用
通
信
設
備(

１
１
９)

を

更
新
。 

市
役
所
庁
舎
内
２
箇
所

と
佐
伯
・
吉
和
・
大
野
・
宮

島
支
所
に
情
報
共
有
端
末

を
設
置
。 

条例改正 

県単位化で 国民健康保税 引き上げに 

県単位化による運営方針としては県内どの市町でも同一の保

険税（料）にすることを目指しています。 
① 令和２年度 資産割を廃止  
② 令和６年度から基金・一般会計からの繰り入れが不可に 
③ 令和６年度県内全市町で準統一保険税（料）率に 
 これまで、保険税軽減のために、基金や一般会計からの繰り

入れを行ってきましたが、それがなくなると、必然的に国保税
額は引き上げられ、被保険者に大きな負担となります。社会保

障として、国が財源を保障し、払いやすい税額にすべきです。 
 

県が示す準統一保険料（税）率にするための、今後の保険税

の検討案について説明がありました。 

今後の国民健康保険税検討案 

 保険税増税等 1人あたり保険税額 基金取崩額 

令和元年度 据え置き １０６，１５１円/人 約１．８億円 

〃 2年度 資産割廃止（約 1億円減） 
所得割引上（約 1億円増） 

１０８，１９２円/人 約２．３億円 

〃 3年度 約 1.3億円増税 １１７，９８７円/人 約１．０億円 

〃 4年度 約 1.0億円増税 １２５，２３９円/人  

〃 5年度 約 1.1億円増税 
（県保険料額と一致） 

１３３，２４０円/人  

 

議員全員協議会 

消費税 

５％ 

景気回復を 
 

にもどし

て 

まずは 
 

10
％
は
耐
え
難
い
！ 



答
弁 

①
広
島
県
学
校
給
食
会

に
よ
る
と
、
パ
ン
に
は
ア
メ
リ
カ

産
・
カ
ナ
ダ
産
等
の
小
麦
を
製
粉

し
た
も
の
を
使
用
。
食
品
衛
生
法

の
残
留
農
薬
基
準
等
に
適
合
し
、

厚
労
省
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
検
査
で

監
視
、
安
全
性
は
確
保
さ
れ
て
い

る
と
認
識
し
て
い
る
。
国
産
・
県

内
産
で
必
要
量
確
保
は
難
し
い
。

パ
ン
の
小
麦
粉
は
外
国
産
が
主
だ

が
、
そ
の
他
の
小
麦
粉
は
広
島
県

産
を
使
用
し
て
い
る
。 

②
食
材
に
は
積
極
的
に
国
産
・
地

場
産
物
を
使
用
し
て
い
る
。
協
定

の
影
響
が
あ
る
と
す
れ
ば
、
対
策

は
国
レ
ベ
ル
で
施
さ
れ
る
べ
き
も

の
。
影
響
は
常
に
注
視
し
、
地
場

産
物
の
安
定
的
な
調
達
を
目
指

し
、
関
係
機
関
と
協
力
し
て
い
く
。 

環
境
基
準
や
情
報
公
開
を
条
例
で
規
定
す
べ
き 

グ
リ
ホ
サ
ー
ト
は
除
草
剤
「
ラ
ウ
ン

ド
ア
ッ
プ
」
と
い
う
商
品
名
で
売
ら

れ
て
い
ま
す
。
発
が
ん
性
等
が
疑
わ

れ
、
全
面
禁
止
や
輸
入
禁
止
の
措
置

を
と
る
国
が
増
え
て
い
ま
す
。 

収
穫
前
に
除
草
剤
を
撒
く
「
プ
レ

ハ
ー
ベ
ス
ト
」
が
広
く
行
わ
れ
て
お

り
、
２
０
１
３
〜
２
０
１
７
年
の
検

査
で
ア
メ
リ
カ
産
小
麦
の
９
割
・
カ

商
品 

食
パ
ン
（
全
粒
粉
入
） 

食
パ
ン
（
全
粒
粉
） 

食
パ
ン
（
全
粒
粉
） 

食
パ
ン
（
全
粒
粉
） 

食
パ
ン 

食
パ
ン 

食
パ
ン 

食
パ
ン
（
国
産
小
麦
） 

食
パ
ン 

食
パ
ン 

食
パ
ン
（
国
産
小
麦
） 

食
パ
ン
（
有
機
小
麦
） 

食
パ
ン
（
十
勝
小
麦
） 

製
造 

Ａ
社 

Ｂ
社 

Ｂ
社 

Ｃ
社 

Ｂ
社 

Ｂ
社 

Ａ
社 

Ａ
社 

Ｄ
社 

Ｅ
社 

Ｆ
社 

Ｇ
社 

Ｇ
社 

残
留
農
薬 

0.15 0.18 0.17 0.23 0.10 0.07 0.07 検
出
せ
ず 

0.07 0.08 検
出
せ
ず 

検
出
せ
ず 

検
出
せ
ず 

/ppm 

大
畑 
①
農
民
連
食
品
分
析
セ
ン

タ
ー
の
検
査
で
、
輸
入
小
麦
使
用
の

市
販
食
パ
ン
や
学
校
給
食
パ
ン
（
県

外
）
で
グ
リ
ホ
サ
ー
ト
な
ど
の
残
留

農
薬
が
検
出
さ
れ
た
も
の
が
あ
る
。

国
産
小
麦
や
有
機
小
麦
使
用
の
も

の
か
ら
は
検
出
さ
れ
て
い
な
い
。
本

市
の
学
校
給
食
用
パ
ン
等
の
安
全

性
確
保
は
ど
う
か
。
国
産
小
麦
パ
ン

や
米
粉
パ
ン
を
提
供
で
き
な
い
か 

②
Ｔ
Ｐ
Ｐ
・
日
欧
Ｅ
Ｐ
Ａ
・
日
米
Ｆ

Ｔ
Ａ
等
の
協
定
に
よ
り
、
国
内
小
麦

の
生
産
が
大
幅
に
減
少
し
、
そ
の
他

の
農
畜
産
物
の
多
く
も
減
少
す
る

と
予
測
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
地
元

農
産
物
を
優
先
的
に
取
り
扱
う
こ

と
が
で
き
な
く
な
る
お
そ
れ
も
あ

る
。
協
定
が
学
校
給
食
に
与
え
る
影

響
と
対
策
を
問
う
。 

学
校
給
食
の
安
全
確
保
を 

食パン（市販）の 
グリホサート残留検査 2019 年 4月公開 

 

一般質問で議場スクリーンに映した資料です。 

検査はいずれも農民連食品分析センター。 

市販食パンについては商品名・製造事業者名 

も公表されています。 

大
畑 

①
家
庭
ご
み
有
料
化
の
説

明
会
で
は
、
有
力
化
に
納
得
で
き
な

い
と
の
意
見
も
出
さ
れ
た
と
聞
く

が
、
市
民
の
理
解
を
得
て
い
る
と
判

断
し
て
い
る
の
か
。 

②
マ
イ
ク
ロ
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
海
洋
汚

染
・
地
球
温
暖
化
ほ
か
、
課
題
は
多

い
。
２
０
１
５
年
パ
リ
協
定
で
、
日

本
の
約
束
草
案
で
は
２
０
３
０
年
度

の
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
を
、
２
０

１
３
年
度
比
で
26
％
減
と
し
て
お

り
、
一
般
廃
棄
物
焼
却
量
を
大
幅
に

削
減
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
温
室

効
果
ガ
ス
中
、
最
大
は
プ
ラ
ス
チ
ッ

ク
焼
却
に
よ
る
CO2
と
さ
れ
て
い
る
。

廃
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
削
減
、
脱
プ
ラ
ス

チ
ッ
ク
へ
の
市
の
取
り
組
み
は
。 

答
弁 

①
説
明
会
で
は
、
単
に
有
料

化
の
説
明
だ
け
で
な
く
、
ご
み
行
政

の
現
状
や
減
量
化
・
資
源
化
の
取
り
組

み
方
法
に
つ
い
て
丁
寧
に
説
明
し
、
ご

理
解
と
ご
協
力
を
お
願
い
し
て
い
る
。

意
見
や
要
望
等
は
取
り
ま
と
め
て
ホ

ー
ム
ペ
ー
ジ
で
公
表
す
る
。 

②
分
別
徹
底
、
３
Ｒ
の
実
施
に
よ
り
、

令
和
４
年
度
ま
で
に
排
出
量
一
人
１

日
700
ｇ
に
削
減
す
る
目
標
達
成
に
向

け
て
努
力
し
た
い
。
国
の
政
策
や
事
業

者
の
取
り
組
み
に
よ
る
国
内
資
源
循

環
体
制
の
構
築
が
必
要
で
あ
る
。
有
効

な
リ
サ
イ
ク
ル
方
法
が
確
立
さ
れ
れ

ば
検
討
し
た
い
。
マ
イ
ク
ロ
プ
ラ
ス
チ

ッ
ク
問
題
は
レ
ジ
袋
の
廃
止
、
マ
イ
バ

ッ
グ
持
参
の
徹
底
、
使
い
捨
て
プ
ラ
ス

チ
ッ
ク
製
品
の
使
用
削
減
、
限
定
７
品

目
の
分
別
徹
底
に
よ
る
資
源
化
で
、
削

減
に
取
り
組
ん
で
い
き
た
い
。 

焼
却
ご
み
減
量
・
脱
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
へ 

地
球
温
暖
化
・
マ
イ
ク
ロ
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
海
洋
汚
染
問
題 

ナ
ダ
産
小
麦
の
ほ
ぼ
す
べ
て
か
ら

グ
リ
ホ
サ
ー
ト
残
留
が
確
認
さ
れ

ま
し
た
が
、
農
水
省
は
基
準
値
内
と

し
て
数
値
を
公
表
し
て
い
ま
せ
ん
。

厚
労
省
は
２
０
１
７
年
、
ア
メ
リ
カ

基
準
に
合
わ
せ
、
輸
入
小
麦
の
残
留

農
薬
基
準
を
５
ppm
か
ら
30

ppm
に

緩
和
し
ま
し
た
。「
基
準
値
内
だ
か

ら
安
全
」
で
い
い
の
で
し
ょ
う
か
？ 

 

 大
畑 

対
策
を
求
め
て
き
た
が
、

市
は
「
国
や
県
の
動
向
を
注
視
す

る
」
と
し
て
今
日
ま
で
来
て
い
る
。 

① 

本
市
内
で
、
管
理
上
の
問
題 

が
生
じ
て
い
る
箇
所
の
現
状
と
市

の
対
応
は
。 

② 

環
境
省
の
太
陽
光
発
電
施
設 

等
に
係
る
環
境
影
響
評
価
施
行
令

改
正
の
検
討
内
容
で
は
法
ア
セ
ス

の
対
象
は
大
規
模
な
も
の
に
限
定

さ
れ
る
。
県
と
連
携
し
条
例
や
要

綱
な
ど
有
効
な
対
策
を
。 

答
弁 

①
大
規
模
な
も
の
以
外
で

市
が
把
握
し
て
い
る
農
地
転
用
を

伴
っ
た
も
の
は
、
平
成
24
年
度
か

ら
現
在
ま
で
１
５
９
件
。
こ
の
う

太
陽
光
発
電
設
備 

大畑美紀議員の一般質問 新はつかいち  

農
薬
グ
リ
ホ
サ
ー
ト
残
留
の
懸
念 

学校給食パンのグリホサート残留検査  
広島県外 

2019 年   

 

ち
３
か
所
で
草
が
繁
茂
す
る
な
ど

の
苦
情
が
あ
り
、
改
善
さ
れ
た
。
農

業
委
員
会
で
は
転
用
に
際
し
、
周
辺

農
地
の
営
農
条
件
に
支
障
を
生
じ

な
い
よ
う
依
頼
し
て
い
る
。 

当
面
は
開
発
要
綱
で
対
応 

②
県
で
条
例
等
に
よ
る
対
策
検
討

の
情
報
は
な
い
。
来
年
の
Ｆ
Ｉ
Ｔ

（
固
定
価
格
買
取
）
法
改
正
で
、
今

後
ど
の
程
度
新
た
な
計
画
が
認
定

さ
れ
る
の
か
不
透
明
。
当
面
、
佐
伯

地
域
な
ど
、
宅
地
造
成
工
事
規
制
区

域
外
で
の
造
成
に
つ
い
て
も
適
切

な
指
導
が
で
き
る
よ
う
、
開
発
指
導

要
綱
の
適
用
範
囲
を
拡
大
す
る
こ

と
で
対
応
し
た
い
。 



 


